第１章　大阪の経済

平成27年度における大阪府の府内総生産額は、名目で38兆4,812億円でした（１－１参照）。大阪府の実質経済成長率は、25年度、26年度はプラス成長でしたが、27年度には３年ぶりのマイナス成長と推計されています（１－１参照）。

府内総生産の全国構成比（26年度）は、このところ横ばいで推移しており、26年度は7.7％となりました（１－２参照）。世界各国との比較では、大阪府の経済規模はマレーシアに、近畿はスイスに相当する大きな経済圏です（１－３参照）。

産業別に府内総生産をみると、サービス業を中心とした第三次産業の割合が高まり、サービス経済化が進む一方で、製造業の割合は低下傾向にありました。しかし、26年度、27年度には、サービス業の割合が若干低下する一方で、製造業の割合が高まりました（１－４参照）。
　平成26年度の大阪府の１人当たり府（県）民所得は301万円で全国13位ですが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は543万円で東京都に次ぐ全国２位となっています（１－５参照）。

　大阪府の人口は、880万人台とほぼ横ばいで推移しており、全国シェアは7.0％です（１－６参照）。ただし、30代以下の人口の減少が続く一方で、70代以上の人口が増加傾向にあり、少子高齢化の影響が顕著です（１－７参照）。他府県との間では、東日本大震災が発生した23年から25年にかけては転入超過でしたが、26年以降では転出入がほぼ均衡した動きとなっています（１－８参照）。


大阪の府内総生産の全国シェアの推移

　戦後を振り返ると、大阪経済は、繊維産業や、家電・一般機械製造業が大阪経済を牽引し、高度成長期まで全国を上回る成長を遂げました。その結果、府内総生産の全国シェアは拡大し、1960年代後半から70年代初めには国内総生産の10％以上を占め、「1割経済」と言われました。

安定成長期以降は、それまで地域経済を牽引した産業が成長力を弱め、そうした産業の伸び悩み・縮小が、経済成長の足枷になってきました。また、大企業の本社機能の府外流出により、本社機能と関連の深い情報サービス業や対事業所サービス業が伸び悩む要因となりました。そうしたことから、府内総生産の全国シェアは、一時的に下げ止まったバブル経済期を除いて低下傾向が続き、2000年代初めには７％台になりました。

しかし、2000年代半ば以降、府内総生産の全国シェアは下げ止まっており、7.8％前後で推移しています。現在は、産業調整に一定の区切りがついた縮小均衡の時代になったと言えます。

資料：大阪産業経済リサーチセンター（2017）『大阪経済・産業の70年間―輸移出型産業に注目して―』

１－１．経済成長率

	大阪府の名目経済成長率は３年連続でプラス成長となっています。一方、実質経済成長率は、デフレーターが26年度に続き上昇したことにより、27年度は３年ぶりのマイナス成長が見込まれています。運輸業、電気・ガス・水道業、製造業などがマイナスに寄与したとみられています。


[image: image1.emf]経済成長率の推移
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平成17

年度

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

大阪府（生産：連鎖） 0.9 1.1 1.3 -2.8 -4.1 1.7 2.0 -0.2 1.0 0.5 -0.1

全国（支出：連鎖） 2.1 1.4 1.2 -3.5 -2.2 3.2 0.5 0.9 2.6 -0.4 1.3

大阪府（生産） 0.4 0.3 1.0 -3.3 -4.9 0.2 1.4 -0.9 0.8 2.0 1.4

全国（支出） 0.9 0.7 0.3 -4.1 -3.4 1.4 -1.1 0.2 2.6 2.1 2.8

大阪府における総生産額

26年度

27年度

（大阪府統計課「平成26年度大阪府民経済計算《確報》」、「平成27年度大阪府民経済計算《早期推計》」、

内閣府「平成27年度国民経済計算確報」）

(注)１．大阪府は、93SNA、平成17暦年基準。26年度までが26年度推計の確報で、27年度は早期推計に

　　　　よる。全国は、2008SNA、平成23暦年基準。

　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済

        計算体系」と訳されている。93SNAとは、1993年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民

　　　　経済計算の体系の名称である。



実質

名目

実質（生産：連鎖） 名目（生産）

 39兆4,617億円   37兆9,340億円 

 39兆4,376億円   38兆4,812億円 

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の影

響を除去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、成長

率分析の場合は実質値の成長率を用いる。
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実質経済成長率の推移（大阪府・全国）

大全

大阪府

全国


１－２．大阪経済が日本経済に占めるシェア

	大阪経済の全国におけるシェア（名目府内総生産(＝総支出)の対全国構成比）は、このところ横ばいで推移しており、26年度は7.7％となっています。


[image: image2.emf]大阪経済が日本経済に占めるシェア

（単位：十億円、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 全国

シェア シェア シェア シェア シェア

平成16年度 39,193 7.8 97,963 19.5 30,874 6.1 34,779 6.9 502,761 100.0

17 39,355 7.8 99,361 19.7 31,327 6.2 35,609 7.0 505,349 100.0

18 39,454 7.7 99,913 19.6 32,201 6.3 37,015 7.3 509,106 100.0

19 39,852 7.8 100,144 19.5 32,462 6.3 37,778 7.4 513,023 100.0

20 38,542 7.9 97,113 19.8 31,320 6.4 33,638 6.9 489,520 100.0

21 36,649 7.7 92,060 19.4 29,849 6.3 32,444 6.8 473,996 100.0

22 36,727 7.6 91,926 19.1 30,244 6.3 32,073 6.7 480,528 100.0

23 37,242 7.9 93,397 19.7 30,548 6.4 33,048 7.0 474,171 100.0

24 36,912 7.8 92,804 19.6 30,031 6.3 34,642 7.3 474,404 100.0

25 37,207 7.7 94,031 19.5 30,334 6.3 35,392 7.3 482,430 100.0

26 37,934 7.7 94,902 19.4 30,322 6.2 35,990 7.4 489,623 100.0

（内閣府「平成26年度国民経済計算確報」、内閣府「平成26年度県民経済計算」）



(注)１．93SNA及び平成17年基準。

　　２．都府県内総生産側の名目値で、国内総生産は支出側の名目値。
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府内総生産

１年間に府内の各経済活動部門の生産活動によって新たに生み出された価値(付加価値)の総額。



１－３．府内総生産の国際比較

	主要国の国内総生産と比較すると、大阪府の府内総生産はマレーシア、近畿の域内総生産はスイスに相当する規模となっています。


[image: image3.emf]（注）１．

２．大阪府、東京都、愛知県、近畿は内閣府｢平成26年度県民経済計算｣による。

近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の２府４県。年度為

替レート１米ドル＝109.92円にて換算。（日本銀行「主要時系列統計データ表」よ

り。東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の単純平均。）

国際連合｢National Accounts Main Aggregates Database｣(2017年5月ダウンロー

ド）より作成。2014暦年。
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173,931



　１－４．産業大分類別府内総生産

	大阪府における、この10年間の産業別府内総生産構成比の推移をみると、平成21年度まではサービス業の割合が上昇傾向にあった一方で、卸売・小売業、製造業の割合は低下傾向にありました。しかし、その後は、サービス業の割合が若干低下する一方で、製造業の割合は、26、27年度と高まりました。


[image: image4.emf]産業大分類別府内総生産(名目：実額)の推移

（単位：億円）

平成17

年度

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

農林水産業 370 372 373 381 381 393 390 387 364 363 364

鉱業 25 25 23 19 14 22 28 25 24 22 21

製造業 60,897 59,312 62,002 57,420 52,729 54,116 53,834 50,950 51,364 53,943 55,529

建設業 16,731 16,093 15,588 17,334 15,624 13,727 14,557 14,348 14,639 15,201 15,875

電気・ガス・水道業 10,501 10,045 9,344 8,981 9,961 10,011 8,672 8,755 9,550 10,242 11,676

卸売・小売業 74,915 74,248 73,395 67,590 60,240 62,593 66,254 65,834 66,748 66,500 67,892

金融・保険業 25,316 24,323 23,374 18,878 18,391 18,049 17,087 16,432 16,234 15,808 15,796

不動産業 49,113 51,045 51,297 51,657 51,857 51,360 51,770 52,159 52,016 52,894 53,916

運輸業 18,358 18,915 19,272 18,342 16,957 17,498 18,564 19,193 19,405 19,553 19,585

情報通信業 23,893 24,038 24,490 25,847 25,371 25,035 25,059 24,880 24,786 25,239 25,438

サービス業 78,177 80,271 83,519 84,273 81,804 80,504 81,048 80,946 81,642 81,415 81,447

政府サービス生産者 25,756 25,497 25,746 24,805 24,004 23,458 23,278 22,851 22,045 22,758 22,889

対家計民間非営利サービス生産者 6,476 6,772 6,714 6,612 6,492 6,833 7,381 7,688 7,627 7,598 7,638

輸入品に課される税・関税 5,677 6,270 6,423 6,155 4,905 6,087 6,805 7,006 8,042 11,585 11,070

（控除）総資本形成に係る消費税 2,657 2,684 3,037 2,875 2,238 2,418 2,309 2,329 2,416 3,781 4,325

府内総生産（生産側） 393,548394,543398,522385,419366,492367,268372,417369,124372,069379,340384,812

（大阪府統計課「平成26年度大阪府民経済計算《確報》」「平成27年度大阪府民経済計算《早期推計》」）

(注）

２.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

１.　93SNA及び平成17年基準。平成26年度までが26年度確報、27年度は早期推計による。
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１－５．１人当たり県民所得・県民雇用者報酬
	大阪府の１人当たり府（県）民所得は301万円で全国13位です。企業所得が含まれることもあり、製造業の割合が高い府県等より順位が低くなっていますが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は543万円で東京都に次ぐ全国２位となっています。


[image: image5.emf]１人当たり県民所得と県民雇用者報酬（平成26年度）

（単位：千円）

1東京都 4,512 東京都 6,328

2愛知県 3,527 大阪府 5,430

3静岡県 3,220 神奈川県 5,073

4栃木県 3,204 栃木県 4,853

5富山県 3,185 奈良県 4,743

6広島県 3,145 愛知県 4,713

7三重県 3,144 千葉県 4,654

8滋賀県 3,126 埼玉県 4,628

9山口県 3,126 長野県 4,622

10群馬県 3,092 兵庫県 4,610

11茨城県 3,088 福岡県 4,582

12京都府 3,028 三重県 4,553

13大阪府 3,013 山口県 4,517

14福井県 2,973 岡山県 4,507

15千葉県 2,970 山梨県 4,503

全県計 3,057 全県計 4,695

（内閣府「平成26年度県民経済計算」）

１人当たりの県民所得

＝当該県の県民所得÷当該県の総人口



　県民所得は、県民雇用者報酬、財産所

得（非企業部門の財産所得の純受取）、

企業所得（企業の財産所得の純受取を含

む）を合計したもの。したがって、個人

の所得水準を表すものではなく、企業利

潤なども含んだ各都道府県の経済全体の

所得水準を表している。



１人当たりの県民雇用者報酬

＝県民雇用者報酬÷県民雇用者数



　雇用者とは、生産活動に常用雇用・日

雇を問わず従事する就業者のうち、個人

業主と無給の家族従業者を除く全てをい

う。

　県民雇用者数とは、就労地を問わず県

内に居住する雇用者の数を指す。
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１－６．人口の推移
	大阪府の平成28年の人口は883万人で、全国の7.0％のシェアを占めています。人口及び、その全国シェアは、ほぼ横ばいで推移しています。一方、東京都の人口は増加傾向が続き、全国シェアも上昇傾向を維持しており、28年には10.7％に達しました。


[image: image6.emf]人口及び全国シェアの推移

（単位：千人、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 その他 全国

シェア シェア シェア シェア シェア シェア

平成18年 8,815 6.9 12,659 9.9 8,830 6.9 7,308 5.7 90,158 70.6 127,770 100.0

　19 8,812 6.9 12,758 10.0 8,880 6.9 7,360 5.8 89,961 70.4 127,771 100.0

　20 8,806 6.9 12,838 10.1 8,917 7.0 7,403 5.8 89,728 70.3 127,692 100.0

　21 8,801 6.9 12,868 10.1 8,943 7.0 7,418 5.8 89,480 70.2 127,510 100.0

　22 8,865 6.9 13,159 10.3 9,048 7.1 7,411 5.8 89,574 69.9 128,057 100.0

　23 8,861 6.9 13,196 10.3 9,058 7.1 7,416 5.8 89,268 69.9 127,799 100.0

　24 8,856 6.9 13,230 10.4 9,067 7.1 7,427 5.8 88,935 69.7 127,515 100.0

　25 8,849 7.0 13,300 10.4 9,079 7.1 7,443 5.8 88,627 69.6 127,298 100.0

　26 8,836 7.0 13,390 10.5 9,096 7.2 7,455 5.9 88,306 69.5 127,083 100.0

　27 8,839 7.0 13,515 10.6 9,126 7.2 7,483 5.9 88,132 69.3 127,095 100.0

　28 8,833 7.0 13,624 10.7 9,145 7.2 7,507 5.9 87,824 69.2 126,933 100.0



（注）各年10月１日現在。



（総務省「人口推計年報」）
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１－７．大阪府の年齢別人口の推移
	大阪府の28年の年齢別人口をみると、団塊の世代と団塊ジュニアが含まれる60歳代と40歳代の人口が多くなっています。推移をみると、30代以下の人口は減少傾向が続く一方で、70代以上の人口が増加傾向にあり、少子高齢化の影響が顕著です。


[image: image7.emf]大阪府の年齢別人口の推移

（単位：千人）

総数 0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80歳以上

平成18年 8,815 809 834 1,100 1,408 1,046 1,279 1,183 784 368

　19 8,812 800 836 1,072 1,390 1,082 1,203 1,220 819 390

　20 8,806 789 846 1,039 1,367 1,117 1,127 1,264 844 412

　21 8,801 777 859 1,008 1,333 1,152 1,058 1,313 863 439

　22 8,865 756 836 1,000 1,320 1,217 1,036 1,344 902 454

　23 8,861 746 832 990 1,275 1,262 1,003 1,327 948 479

　24 8,856 737 829 978 1,226 1,301 989 1,298 989 508

　25 8,849 731 829 963 1,176 1,338 987 1,271 1,016 537

　26 8,836 723 824 950 1,131 1,366 999 1,231 1,047 566

　27 8,839 707 826 928 1,103 1,380 1,034 1,223 1,043 592

　28 8,833 703 811 935 1,069 1,403 1,039 1,215 1,026 631

（注）各年10月１日現在。



（総務省「人口推計年報」）
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１－８．他府県からの転出入者数の推移
	大阪府では平成22年まで他府県への転出者が転入者を上回って推移していましたが、東日本大震災が発生した23年から25年にかけては転入超過となりました。26年以降は、転出入がほぼ均衡した動きとなっています。


[image: image8.emf]他府県からの転出入者数

(単位：人）

東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府

平成18年 90,079 21,848 20,999 -6,353 437,535 236,863 132,374 166,172 347,456 215,015 111,375 172,525

 19 94,500 32,474 20,520 -4,952 443,349 242,080 132,349 164,884 348,849 209,606 111,829 169,836

 20 83,000 29,646 18,391 -3,568 425,661 233,616 130,373 161,589 342,661 203,970 111,982 165,157

 21 56,220 21,466 4,075 -2,273 413,370 228,793 120,530 159,651 357,150 207,327 116,455 161,924

 22 48,331 14,887 -1,262 -3,570 396,318 215,904 105,769 151,123 347,987 201,017 107,031 154,693

 23 44,482 10,119 6,379 4,903 394,116 210,631 108,601 156,059 349,634 200,512 102,222 151,156

 24 56,497 8,602 7,592 5,381 400,274 207,908 110,624 154,847 343,777 199,306 103,032 149,466

 25 70,172 12,356 7,891 3,377 407,711 207,670 111,461 153,281 337,539 195,314 103,570 149,904

 26 76,027 14,887 7,978 -1,666 431,670 216,043 120,452 157,091 355,643 201,156 112,474 158,757

 27 84,231 17,276 10,518 906 456,635 225,815 127,036 165,515 372,404 208,539 116,518 164,609

 28 74,324 16,093 8,968 404 445,306 221,192 125,953 162,414 370,982 205,099 116,985 162,010

総務省「住民基本台帳人口移動報告」）

（注）外国人を含む。
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